
中国: 流通株への転換と大企業経営支配の帰趨

著者 今井 健一
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア

経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp

雑誌名 アジアの出来事
ページ 1-1
発行年 2006-07
出版者 日本貿易振興機構アジア経済研究所
URL http://hdl.handle.net/2344/00049653

brought to you by COREView metadata, citation and similar papers at core.ac.uk

provided by Academic Research Repository at the Institute of Developing Economies

https://core.ac.uk/display/288468472?utm_source=pdf&utm_medium=banner&utm_campaign=pdf-decoration-v1


 http://www.ide.go.jp 

http://www.ide.go.jp  Copyright (C) JETRO. All rights reserved. 

中国 流通株への転換と大企業経営支配の帰趨  
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アジア 

 

今井 健一  

 

2005年4月末の証券監督管理委通達により始動した上場企業非流通株の流通株転換は、

同年 6月に三一 重工が実施第一号となって以来、一年あまりが過ぎた。この間の進展は

めざましく、今年7月上旬時点で非流通株の流通株転換に着手ないし完了した国内上場企 

業は、すでに全体の約 8割にあたる 1,092 社に達している。  

 

中国上場企業の株式は、自由に譲渡できる流通株と、市場での流通を原則禁止される非

流通株の二種類に大別されていた。非流通株は国家株と法人株に二分され るが、後者の

過半は国有企業が保有する国有法人株であり、非流通株の大部分は国有株とみなされる。

非流通株は発行済み株式の約3分の2を占め、結果的に政 府・国有企業による上場企業

支配を固定化してきた。株式の大半が流通を認められないという構造の下では、比較的少

額の取引による株価操作が可能であり、株 式投資の投機化は免れない。資本市場の発

展による企業経営の近代化をめざす中国政府にとって、非流通株問題の解決は長年の課

題だった。 

 

流通株への転換後一年間を経過すれば、非流通株を保有していた大株主は、保有株式の

段階的な放出を認められる。流通株転換の進展は、潜在的には中国大企業 の経営支配

権の帰趨を左右する可能性をはらんでいよう。外資や民営企業による上場企業買収が増

加することはまちがいない。だが同時に見落としてならないの は、流通株転換が直ちに中

国上場企業の民営化につながるわけではないという事実である。外資・民間企業が産業政

策上重要な大企業を買収することに対して、 中国政府は依然慎重である。一方宝山鋼鉄

による邯鄲鋼鉄のTOBの試みのように、流通株転換をきっかけとして国有企業再編の動き

も浮上している。株式の流 動化が中国大企業の経営支配をどのように塗り替えていくのか、

今後注意深く観察する必要があるだろう。 
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